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金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務プロポーザル実施要領 

  

 金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務プロポーザル実施要領（以下「本要領」という。）

は、金武町（以下「本町」という。）が実施する金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務（以

下「本業務」という。）の受託候補者を、公募型プロポーザル方式により選定するためにその募集手

続その他必要な事項を定めるものである。 

  

１ 業務目的 

本業務は、令和 8年度中開庁予定の新庁舎におけるネットワーク環境を新たに構築するもの

である。新庁舎ネットワークでは、総務省が示す「自治体情報システム強靱化向上モデル」に

基づいたセキュリティを確保することや、新庁舎移転後のスマートな執務環境の実現に向けペ

ーパーレス化による行政事務の電子化をはじめとする事務の効率化、自治体情報システムの標

準化・共通化等、近年の高度化・複雑化するネットワーク要件への対応が必要となる。また、

本町では各部署が管理する独立した個別システムが多数存在しているため、システム管理者の

負担は増加する傾向にあり、運用の集約化及び簡素化についても喫緊の課題である。 

このことから、新庁舎ネットワークについては、強固なセキュリティを確保するとともに、

シンプルで将来実施されるシステムの追加や変更等に柔軟に対応できることや、維持管理の省

略可が可能なネットワークとすることで、行政事務の効率化や住民サービスの向上を図るとと

もに、災害時においても継続して稼働できるネットワークを構築することを目的として本業務

を行うものである。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務 

（２）業務内容 

   ①金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務 

・委託期間  契約締結日から令和７年３月３１日（月） 

※業務期間については、今後の進捗により変更となる可能性がある。 

・業務の概要  金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務（仕様書のとおり） 

（３）委託限度額 

・委託料の上限は 17,937,000 円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）とする。 

３ 受託者基本条件 

本業務の受注にあたっては、単体企業又は代表企業者と構成員２者以内からなるネットワーク

構築設計業務共同企業体（以下「構築設計ＪＶ」という。）とする。 

 

４ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加することができる者は、参加表明書の提出時点において、次の各号に掲げ

る要件を全て満たす者とする。なお、必要に応じて本町から確認資料の提出を求めることがある。 

（１）単体企業又は構築設計ＪＶいずれも、沖縄県内に本店・支店、又は営業所を有していること。 
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（２）地方自治体において、平成２５年４月１日以降に国又は地方公共団体が発注したネットワーク

構築設計業務（新庁舎のネットワーク計画、ネットワーク構築設計、現行ネットワーク調査業

務等）の実績を有していること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でないこ

と。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てをした者にあっては

更生計画の認可がなされていない者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再

生手続開始の申立てをした者にあっては再生計画の認可がなされていない者でないこと。 

（５）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）に抵触する行為

を行っていない者であること。 

（６）参加表明書提出時点において、国又は地方公共団体から、それぞれの規定による指名停止措置

を受けていないこと。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号、第

６号及び金武町暴力団排除条例（平成 23 年金武町条例第 14号）の規定に該当する者でないこ

と。 

（８）国税及び地方税に滞納がないこと。 

（９）手形交換所における取引停止処分、主要取引先から取引停止等の事実があり、経営状態が著し

く不健全であると認められる者でないこと。 

（１０）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく構成手続開始の申立て又は民

事再生法（平成11年法律第225号）第 21条の規定に基づく再生手続き開始の申立ての事実が

ある等、経営状態が著しく不健全であると認められる者ではないこと。 

（１１）民事執行法（昭和 54 年法律第 4 号）に基づく仮差押等金銭債権に対する強制執行若しくは

国税、地方税その他の公課について滞納処分による強制執行の措置を受け支払いが不可能に

なった者でないこと、又は第三者の債権保全請求が常態となったと認められる者でないこ

と。 

（１２）単体企業又は構築設計ＪＶの代表企業又は構成員は、本プロポーザルに係る他の構築設計Ｊ

Ｖの構成員を兼ねることはできない。 

（１３）構成員は、単体企業、他の構成員及び他の参加者の協力事務所として参加することはできな

い。 

 

５ 事務局 

金武町役場 複合庁舎整備推進課 （担当：吉田、仲間） 

〒904-1292 沖縄県国頭郡金武町字金武１番地 

Tel：098-968-6077 Fax：098-968-2475 

E-mail：fukugochosha@town.kin.lg.jp 

 

６ スケジュール（予定）  

実施内容 実施期間又は期日 

公告 令和６年８月２日(金) 
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参加表明書等及び質問の受付期間 
令和６年８月２日（金） 

令和６年８月８日（木） 

質問回答（最終更新） 令和６年８月１３日(火) 

企画提案提出要請書の通知 令和６年８月１５日(木) 

企画提案書等の受付期間 令和６年８月２日（金）～令和６年８月２３日（金） 

プレゼンテーション審査 令和６年８月２９日（木） 

審査結果通知及び公表 令和６年８月３０日（金） 

 

７ 本要領、資料類の配布 

（１） 配布期間 

令和６年８月２日（金）から 令和６年８月８日(木) 

（２） 配布方法 

本要領及び必要書類等は、本町ホームページから必要に応じてダウンロードし、使用するこ

と。 

 

８ 質問の受付、回答 

（１） 受付期間 

令和６年８月２日（金）から令和６年８月８日（木）１６時００分まで 

（２） 提出方法 

質問書（様式５）に記入し、電子メールにて提出すること。原則として電子メール以外の方

法による質問は受け付けない。（必ず到着確認を行うこと。） 

（３） 注意事項 

・表題は「金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務に関する質問」と明記すること。 

・質問の内容を確認するため、本町から問い合わせる場合がある。 

・質問に対する回答は、一括して行い本要領等の追加又は修正とみなす。 

・個別の回答は行わない。 

・質問のあった事業者名は公表しない。 

  

９ 参加表明書等の作成及び提出 

本プロポーザルへ参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、下記により参加表明書

等を提出すること。 

（１）提出期間 

令和６年８月２日（金）から令和６年８月８日（木）１６時００分まで 

（２）提出方法  提出書類は、事務局へ持参又は郵送等とする。 

受付時間は、当該期間中の平日９時００分から１６時００分までとする（郵送、宅配便による

提出の場合は期限内必着のこと。）。 
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（３）提出場所 

     本要領「５ 事務局」のとおり。 

（４）提出書類様式等は全て本町ホームページからダウンロードすること。 

提出書類(様式等)  提出部数等  

様式１ 参加表明書  

原本各１部片面印刷

ダブルクリップ留  

様式２ 業務実績書  

様式３ 業務実施体制  

様式４ 配置予定者調書  

様式９ ネットワーク構築設計共同 

    企業体結成届 

（５）参加表明書等の記載に関する留意事項 

①様式規格は、Ａ４規格・縦のみとし、Ａ３規格の折り込みは不可とする。 

②文字サイズは、１０．５ポイント以上とする。 

③参加表明書等に使用する用語は、日本語に限る。 

④各種様式の留意事項は、次のとおりとする。 

・「様式１ 参加表明書」 

会社名（法人等名称）、所在地等を記載及び代表者印を押印すること。 

・「様式２ 業務実績書」 

参加希望者の過去１０年以内に受注したネットワーク構築設計業務の実績（５件以内）につ

いて記載すること（「３ 参加資格要件（２））の内容）。 

・「様式３ 業務実施体制」 

本業務遂行にあたり、プロジェクトマネージャー、担当技術者の業務別配置計画等を記載す

ること。 

・「様式４ 配置予定者調書」 

配置予定のプロジェクトマネージャー及び担当技術者２名以内について「保有資格」、「業務

実績」※同種業務の実績（５件以内）等について記載すること。 

     ※業務実施体制等については、企画提案の内容を含めて記載すること。 

  ⑤配置予定技術者に関する制限（凡例） 

   凡例 ○：該当する企業から配置 △：該当する企業のいずれかから配置 ×：配置不可 

配置技術者 単体企業 
ＪＶ（構築設計共同企業体） 

代表企業 構成員 

プロジェクトマネージャー ○ ○ × 

担当技術者 ○ △ △ 
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10 参加資格審査・通知 

事務局において、参加表明書等を基に「４ 参加資格要件」について審査する。応募多数の場合

は、資格要件を満たす者（以下「参加者」という。）の内から、業務実績を勘案し、５者程度に企

画提案書の提出を求めるものとし、電子メールと文書にて通知する。 

   

11 企画提案書等の作成及び提出 

参加者は、次のとおり企画提案書等を提出すること。 

（１）提出期間 

令和６年８月２日（金）から令和６年８月２３日（金）まで 

（２）提出方法  提出書類は、事務局へ持参又は郵送等とする。 

受付時間は、当該期間中の平日９時００分から１６時００分までとする（郵送、宅配便による

提出の場合は期限内必着のこと。）。 

（３）提出場所 

   本要領「５ 事務局」のとおり。 

（４）提出書類 

様式等 提出部数等 

企画提案書 様式６ 社名記名・押印有り１部 

企画提案書 任意様式（Ａ３横） 

※参考様式６－１～４  
原本１部（社名入り）、写し９部（社名なし）  

見積書 任意様式 社名記名・押印有り１部 

（５）「企画提案書」の記載に関する留意事項  

①様式規格はＡ３規格横（片面）とし、後述する特定のテーマについての提案を各様式１枚で

作成すること。 

②文字の大きさは、原則１０.５ポイント以上(図表中を除く)とすること。 

※図表内、写真等のキャプションについては、判読しやすい文字サイズとすること。 

     ③図、絵、写真等の使用は可とする。 

④提案者を特定することができる内容の記述（社名や実績の名称など）は用いないこと。 

なお、プレゼンテーション及びヒアリングにおける発言についても、同様とする。 

⑤企画提案 

次の内容について、情報システムの専門家以外の者にも理解出来るよう、極力平易な表現か

つ簡潔に記載すること。 

評価項目 評価の着目点 

業務遂行能力 

・取り組み意欲の高さや積極性、支援姿勢、業務への工夫等 

・履行チームの技術力、工程計画、業務分担体制等 

・業務内容、業務の課題等の理解度、総合的見地からの考え方の適格性 

現行ネットワーク調査 
・既存ネットワークの調査方法は適切か。 

・発注者の負担が大きくないか。 
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設計業務 

・提案するネットワークは本町の意向に沿ったものであるか。 

・行政サービスの向上、職員事務の効率化につながる提案か。 

・高度なセキュリティ対策が講じられているか。 

・他自治体等の導入実績を踏まえた提案となっているか。 

・特定のベンダーを前提とした構成となっていないか。 

金武町総合保健福祉セ

ンター仮設庁舎ネット

ワーク構築・移行業務 

・現行ネットワーク調査を活用し、仮設庁舎のネットワーク構築に向け

ての業務体制、実施手順等 

・現庁舎及び仮設庁舎の業務が途切れることなくネットワーク移行する

ための業務体制、実施手順等 

（６）「見積書」 ①見積金額については、本業務の見積金額及び内訳金額を記載すること。なお、

見積金額は、消費税及び地方消費税相当額を含む金額とし、税率は１０％で計算すること。 

②内訳金額は、人件費及びその他の経費等を記載すること。 

③提出様式及び文字サイズは特に問わず、また枚数も自由とする 

（７）提出書類作成上の注意事項 

使用する言語は日本語とし、通貨及び単位は、日本国通貨、日本の標準時及び計量法に定める

単位とする。要求する内容以外の書類や図面等は受理しない。 

 

12 プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

企画提案書等の提出後、参加者からの企画提案に係るプレゼンテーション及びヒアリング（以下

「プレゼン等」という。）を実施する。なお、プレゼン等に出席しない場合は、審査対象としな

い。 

（１）開 催 日  令和６年８月２９日（木）※詳細は別途通知する。 

（２）場  所  金武町役場３階 大ホール 

（３）時間構成  ３０分程度 

（プレゼンテーション２０分以内、ヒアリング１０分程度） 

（４）留意事項 

①プレゼン等には、本業務を担当する管理技術者の出席を必須とし、出席者は４人以内（パソコ

ン操作員含む。）とする 

②プレゼン等は非公開とし、出席する者は、参加者を特定できる表示等をしてはならない。 

③プレゼン等は提出された企画提案書の内容に基づいて行うこととし、新たな内容の資料提示は

認めない。プレゼンテーションに必要な図表等の資料は、必ず企画提案書内に記載すること。 

④プロジェクター及びスクリーンは本町で用意するが、その他の機器は各自で用意すること。 

⑤プレゼン等の順番は、企画提案書の提出順とする。 

  

13 企画提案審査・通知 

（１）受託候補者の特定 

① 審査 
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審査は、「金武町複合庁舎建設ネットワーク構築設計業務プロポーザル選定委員会」（以下、

「選定委員会」という。）が、提出された企画提案書とプレゼン等の内容を評価基準に基づき

審査する。 

選定委員会による企画提案書及びプレゼン等の評価点により、最も評価の高い提案者を受託

候補者とし、次に評価の高い提案者を次点候補者として選定し、候補者として特定した旨の通

知を行う。ただし、評価点の合計が、満点の６割に満たない場合は、受託候補者又は次点候補

者として認めないものとする。なお、この審査に対する異議申し立てはできないものとする。 

※候補者とならなかったプレゼン等の参加者にも、審査結果を電子メール及び書面で通知す

る。 

② １者提案 

提案者が１者の場合であっても、内容の審査を行い、選定の可否を決定する。ただし、 

評価点の合計が、満点の６割に満たない場合には、受託候補者として認めないものとする。 

（２）企画提案及び業務実績における評価項目、評価割合は以下のとおりとする。 

①業務遂行能力：２０／１４０ 

業務への取組方針と体制、業務実施体制等 

  ②現行ネットワーク調査：２０／１４０ 

   調査方法、発注者負担等 

③設計業務：５０／１４０ 

本町の意向、行政サービスの向上、セキュリティ対策等 

  ④金武町総合保健福祉センター仮設庁舎ネットワーク構築・移行業務：２０／１４０ 

   構築に向けての実施手順、移行に向けての実施手順等 

⑤業務実績：２０／１４０ 

事務所の業務実績、配置する技術者の業務の実績等 

⑥費用対効果：１０／１４０ 

見積金額の妥当性、金額に応じた業務内容、効果等 

（３）質問等 

審査及び評価に関する一切の事項についての質問、説明請求、意見等は受け付けない。 

  

14 業務委託契約  

（１）契約の締結 

受託候補者として選定された者と契約交渉（業務内容、委託料等）を行った上で契約手続を行

う。ただし、受託候補者が、契約締結までの間に本要項「14 その他（10）」に該当すると認める

場合又は何らかの事故等により契約交渉が不可能となった場合は、その者との契約の締結を行わ

ず、次点候補者を契約交渉の相手方とする。 

（２）契約に係る業務内容 

契約に係る業務内容は、原則として仕様書及び企画提案書等に定める内容とし、受託候補者と

協議の上、契約を締結する。ただし、提案された事項が全て業務内容に反映されるとは限らな

い。 
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15 その他  

（１）本要領等に定める条件等に同意の上、参加すること。 

（２）企画提案書等の作成経費や旅費等の必要経費は、参加者の負担とする。 

（３）提出された書類の差替等は原則認めない。ただし、軽微な修正等で本町が必要と認める場合

は、この限りでない。 

（４）提出された企画提案書等は返却しない。 

（５）提出書類の取扱いについて、提出された資料及びその複製は、本業務の選定以外には提出者に

無断で使用しないものとする。ただし、本町は、本プロポーザルに係る情報公開請求があった場

合、金武町情報公開条例（平成 16年金武町条例第１３号）に基づき、提出書類を公開すること

がある。 

（６）提出書類の著作権は参加者に帰属するが、本プロポーザルの実施及び選定結果の公表等に必要

な範囲内において、本町は無償で当該著作権を使用できるものとする。 

（７）参加表明書提出以降に辞退する場合は、辞退届（様式８）を提出すること。 

（８）同一の参加者からの複数の企画提案書等の提出は受け付けない。 

（９）業務の全部又は主要な部分を一括して第三者に委託してはならない。主要な部分以外の第三者

への委託に関しては、書面により発注者の承諾を得るものとする。 

（10）次の条件のいずれかに該当する場合には、失格となることがある。 

①提出書類が本要領の提出方法や条件に適合しない場合。 

②虚偽の内容が記入されていることが明らかになった場合。 

③その他、本要領に違反すると認められた場合。 

④選定委員会の委員に直接、間接を問わず連絡を求めた場合。なお、委員は町職員で構成してい

る。 

⑤審査の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合。 

⑥参加表明書提出後から審査結果の通知の日までの間に、国又は地方公共団体から、それぞれの

規定による指名停止措置を受けた場合。 

⑦選定結果の通知の日から契約締結までの間に、国又は地方公共団体から、それぞれの規定によ

る指名停止措置を受けた場合。 


